
Ｈ16自民党名古屋市議団政務調査費訴訟

全国で５例目の
文書提出命令
自民党名古屋市議団に支払わ
れたＨ１６年度政務調査費（個人
経費）１億３５００万円の返還を求
める住民訴訟（名古屋地裁民事９
部）で、原告の市民オンブズマン
側が申し立てていた「政務調査費
報告書（黒塗りのないもの）及び
添付されている領収書」の文書提
出命令が09/1/13づけで裁判所
に認められた。
政務調査費の領収書等につい
て、文書提出命令が認められた
のは５例目である（全国市民オン
ブズマン連絡会議調べ）

会計帳簿に
かわるものを
黒塗りで提出
平成１６年度に自民党名古屋
市議団に支給された政務調査費
の個人経費分について同市議団
は規則で定められている会計帳
簿を作っていなかった。
市議団の財務委員長は所属議
員から「政務調査費報告書」及び
領収書の提出を受け、これらを元
に使途基準に適合するか否かを
検討し、適合すると判断したもの
について報告書の細目ごとの金
額をパソコンに入力し、個人支給
分（議員１人あたり月額５０万円ま
で）を支給していた。
財務委員長は領収書を項目毎

にまとめて保管しており、現時点
では、各領収書がどの議員から提
出されたものであるのか、それ自
体から特定することはできない。
自民党名古屋市議団は議員個
人に支給された政務調査費が正
当に支出されたことを立証すると
して「政務調査費報告書」のうち、
何年何月分かを記入した部分と
領収書の枚数を記載した部分を
除く全てを黒塗りしたものを書証と
して提出してきた。
市民オンブズマンは支出の実
態と収支報告書の記載が異なっ
ていること、政務調査活動以外に
支出していることを立証するため
に、文書提出命令の申立を行っ
た。
市議団は「領収書等は内部文
書なので外部に開示される予定
の文書でない」「開示されると政務
調査活動が阻害される恐れがあ
る」と拒んできた。
名古屋地裁は08/12/25、裁判
所のみに文書を見せる、いわゆる
インカメラの命令を出したが、市
議団側は拒否した。
名古屋地方裁判所は今回の決
定で「地方公共団体の長は、予算
の執行の適正を期するため、補
助金、交付金等の交付を受けた
ものに対して、その状況を調査
し、又は報告を徴する権限を有す
るところ（地方自治法２２１条２
項）、市長は同権限に基づいて政
務調査費が適正に支出されたか
否かを調査するため、議長から送
付された収支報告書の写しを検
討し、会派が調製・保管を義務付
けられている会計帳簿及び領収

書について調査することができる
ものと解される。」との初判断を示
し、その上で「調製・保管が義務
付けられている会計帳簿を調製し
ていな」い本件では「収支報告書
の内容の適正性を裏付ける書類
として保管しているのは本件各文
書のみ」だとして「議長又は市長
から本件収支報告書の内容を調
査するため客観的な書類の提出
を求められた場合には、本件各文
書を提出するほかはなく」、「いず
れも専ら内部の者の利用に供す
る目的で作成され、外部の者に開
示することが予定されていないも
のということはできない」と判断し
た。
また、平成２０年４月から名古屋
市政務調査費条例が改正され、
議長に対して１件１万円以上の領
収書の写しを添付することが義務
付けられたこともあり、領収書を提
出すること自体が議員の政務調
査活動を阻害することとなるもの
でないことは明らかである」とし
た。これら２点から文書提出命令
は認められると判断した。

公開させて市報
告と比較しよう
文書提出命令を市議団が受け
入れれば、政務調査費の使途の
実態がはっきりし、議長への報告
と食い違いがあるか、使途基準に
反した使われ方がなかったかどう
かが明らかになる。
本件は現在高裁で審理中。
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議員の裁量を広く認めつ
つも 「議員の日常生活、
当然必要」はダメと限定
自民党名古屋市議団に支給さ
れた２００２年度政務調査費の「共
通経費分」１２，０３８，８９８円中、
監査委員から返還勧告が出た
６，９２３，８８５円を除く５，１１５，０
１３円の返還を求める住民訴訟判
決が０９／３／２６に名古屋地裁で
あり、昼食代と会派機関紙の一
部、合計１，４２２，２２５円の返還
を命じた。原告の名古屋市民オン
ブズマンは控訴する予定。

目的と判断基準が
ごちゃまぜに

今回の判決では政務調査の目
的は、地方議会の活性化を図る
ためとし「議員の調査研究活動の
基盤を充実させその審議能力を
強化することにより地方議会の活
性化を図るという観点から見て、
調査研究活動に付随する費用等
市政に関する調査研究を行うた
めに必要となる費用も含まれると
いうべき」と議員の裁量を広く認め
つつも、「議員の日常生活上当然
に必要となると認められる費用に
ついては、それが市政に関する
調査研究を行う際に支出した費

用であっても、公金をもって充て
るべき実質を欠くものは、当然に
は政務調査費と認めることはでき
ないものというべきである」と、一
部限定した。
しかし、これでは目的と判断基準
がごっちゃになり、「何でも許され
る」ことになる。

昼食はダメ 機関紙各区
版費用1/3のみダメ？

【今回の判決で、政務調査費と
して認められないと認定された
もの】
・議員総会昼食代 ５４２，３００円
理由 昼食は日常生活上当然
に必要なため

・執行部会・政調会昼食代
２９，９２５円 理由 同上
・会派機関紙「自由市民」各区版
費用の約１／３ ８５０，０００円
理由 市民への情報提供と、
議員自身のＰＲが含まれ、Ｐ
Ｒは適合しない（なぜ１／３か
は明確にされていない）

陳情コーヒー代ＯＫ？
機関紙全区版はＯＫ？
【今回の判決で、政務調査費とし
て認められると認定されたもの】
・会合飲食（陳情者の対応の際の
コーヒー代） ２９，６２０円
理由 市政に関するものと政
調会長が判断した場合に

のみ注文しているため
・懇談会費（ホテル会議室使用料
＋コーヒー代） １３７，１６８円
理由 予算要望を作成するた
めのもの コーヒー代の金額
は特定できない

・「自由市民」全区版
１，６６８，０００円
理由 公報のために支出した
費用も、市政に関する調査
研究に資するため必要な費
用として、政務調査費の使途
基準に適合すると解される

・「自由市民」各区版費用の
約２／３ １，６９０，０００円
理由 同上
・予算要望書印刷費１６８，０００円
理由 市職員、市民に知らせ
ることで要望事項を明らかに
し、意思を的確に収集、把握
するための前提となる情報提
供という側面を有する

最近の高裁判決に逆行す
る「古い考え」
高裁の判断を仰ぐ予定
名古屋市民オンブズマンの新
海聡弁護士は「昨今の政務調査
費をめぐる高裁判決は、使途を限
定する流れになっているが、今回
の名古屋地裁判決はその流れに
逆行する。高裁の判断を仰ぎた
い」と述べている。

名古屋市長選立候補予定者

本紙綴じ込みにアンケート集計結果
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本当に今必要なのか？１５０億円で復元予定の

名古屋市民オンブズマンは２月
６日、名古屋市が１５０億円かけて
行う名古屋城本丸御殿復元事業
について「大不況の今、行うことで
はない」として事業の凍結を求め
る申し入れを行った。

この大不況時に必要か？
未体験の経済危機にある現
在、不況の嵐が強いほど行政に
対しては多くの早急な対応が求
められている。
減少する一方の予算の使途
は、優先順位を選択しながら実行
しなければならない。・生活支援・
雇用支援・中小企業への事業継
続支援等々に優先するものが、こ
の復元計画にあると考えているの
か。財源にそのような余裕がある
のか。

資金計画のずさんを危惧
本事業の資金確保は担保され
ておらず見通しも立っていない。
寄付も予定額の５０億円にまだ１０
億円も足りない。寄付・国の補助・
県の補助による資金計画も現時
点では明確な説明もできない状
態だ。国、県共に財源減少に苦
慮している現実で、貴重な税金を
本事業へ投入するような状況では
ないと考えるのが常識だ。

原寸大レプリカに

文化的価値なしと文化庁
文化庁文化財部記念物課は０
６年８月24日本事業について以
下のように説明している。
本復元計画は「忠実に再現さ
れる“原寸大のレプリカ（模造品）”
であり、つくられた時点では“文化
財”ではなく、史跡名古屋城を理
解するための有効な施設である」
市長発言の“将来は世界遺産
に登録されると思っている”との認
識差は余りに大きく虚しい。

失業者殺到も 起爆剤 ？「 」
市長の１月19日の定例記者会
見では「派遣切りへの対応は一自
治体としての対応の限界を超えて
いる」とし、国、県の支援を求めて
いるにもかかわらず、同日の本事
業着工式の挨拶では「名古屋の
起爆剤になる」と意味不明、論拠
不明な楽観的な発言をしている。
報道によれば名古屋市に対す
る生活保護申請を含めた「住居の
ない人からの相談」が09/1/5-14
の短期間で約１０００件に上るとの
こと。緊急宿泊所の関連経費が予
算６３０万円の６倍以上に膨らむ
見通し。他の生活保護扶助経費
も当然増加する。今日のように切
迫した事態に直面している中での
上記、市長発言は現状認識と危
機意識ともに我々市民感覚とは
大きなズレがある。

そもそもこの本丸御殿復元計
画は“元気な名古屋”と自負して
いた時期に飛び出てきたものであ
り、経済の非常事態である現在な
ら到底発案できない事業である。
我々名古屋市民オンブズマン
は、今行政に何が一番求められ
ている施策かを真摯に見極め早
急に実行することを求める。本復
元事業への取り扱いは次期市長
に委ねることが適切と考える。

栄交差点でチラシまき
２月８日（日）、栄交差点でタイ
アップグループメンバーが本丸御
殿凍結を訴えてチラシまきを行っ
た。
チラシはまだありますので、必
要な方は事務局まで。

マイクで訴える、市川一夫・名↑
古屋市民オンブズマン･タイアップ
グループ名古屋城本丸御殿凍結
運動実行委員長

「白い粉」送付容疑者不起訴に
逮捕されたのは
名 古 屋 市 職 員
昨年12月９日、名古屋市役所・
区役所や愛知県庁に「名古屋市
民オンブズマン」を騙って「白い
粉」を送ったとして威力業務妨害
容疑で市職員が逮捕された（09/
3/6付けで休職、09/3/18懲戒免

職処分）。

オンブズ告訴す
るも不起訴に
12月10日、名古屋市民オンブ
ズマンが容疑者を偽計業務妨害
罪で告訴したが、検察庁は３月27
日「不起訴」処分とした。

『オンブ担当検事は「容疑者は

ズの名前を使ったのは市に黙殺
されるおそれがあったため。オン

と言ってブズに悪意はなかった』
いる」と話している。
なお、同容疑者は脅迫と威力
業務妨害の罪で、09/3/27づけで
起訴されたとの事。

名古屋市緑の審議会情報

塩漬け土地検討
資料今頃公開
名古屋市の財政の足を引っ張
る「塩漬け土地問題」に関し、有

識者らが議論する「名古屋市緑の
審議会都市計画公園緑地事業推
進部会」の会議録、配付資料の
一部非公開に対してH18.6.26に
異議申立を行っていたところ、H2
0.11.26に名古屋市情報公開審

査会で、ほとんどを公開すべきと
の答申が出たためH21.1.23、開
示された。
塩漬け土地の解決に対して、
市民に情報を公開せずに先送り
していった罪は重い。

民営化で情報公開できず
名古屋市が民間の指定管理者
に委託している「なごやボランティ
ア・ＮＰＯセンター」に対し、名古
屋市には無く指定管理者だけが
持っている情報を入手しようとした
ところ、規程に不備（保有文書を
対象とせず、定款等のみ可能）が
あり情報公開請求できなかった。
名古屋市情報公開条例（第37条
の2）では、指定管理者も情報公
開を行うため必要な措置を講ずる
よう努めるものとするとしていたに
もかかわらずである。

オンブズの指摘で
請求できるように
はなったが
この指定管理者は、その後規
程を整備したが、請求対象文書
は09/2/1以降に作成・取得した
文書に限られている。

他施設も調査を
今回、１カ所ではあるが民営化
された指定管理者の情報公開規
程の不備が見つかった。他指定
管理者はどうなのか調べようとした

が、名古屋市の情報公開窓口で
は、他団体分については現在資
料入手中とのこと。
愛知県の情報公開窓口では、
全指定管理者の情報公開規程が
閲覧に供されており、ざっとみたと
ころ民間事業者もきちんとした規
程をもっていた。
指定管理者については、うまく
いっているところもあれば、問題あ
りとされるところもあると聞く。
市民に情報公開をすることで、
問題を未然に防ぐことができるは
ずである。早急な取り組みを期待
したい。 （内田 隆）

＊コラム「正しい眼で見よう」＊
ＥＴＣ車限定 土日高速1000円乗り放題？
「なぜＥＴＣ車限定なのか？１０００円乗り放題
は本当に私達に取って喜ばしく楽しい事なのです
か？ 『ＥＴＣ車』には『車載器 『セットアップ」 』
料金 『年会費』等多額な金が必要なのです。また』
今回の割引により道路建設にかかった費用の中に
国に支払っている金が２年間で５０００億円足り
なくなりその金を政府は私達国民の税金で補填し
ようとしているのです。車に乗らない人も同じで
す。なぜその様になるのか？

天下りと利権の巣窟にメスを！
それは天下り法人と道路族の「高速道路システム
高度化推進機構」の国交省天下り団体です “自分。
で調べて下さい そうなのか？やっぱりそうか は” 「
い」そうです。甘い餌を下げられて騙されている
のです。騙される私達が馬鹿ですか？本当は騙す
のが一番悪いのです。

この様な大きな問題をなぜ「マ
スコミ」は取り上げ報道しない
のでしょうか？
私達はその中にある本当の事は
何なのかをしっかりと見つめな
ければなりません。
私達が安心して暮らしていける
日まで。 （市川一夫）

愛知県の裏金発表では不明朗な現金とは？
架空請求や売り上げをごまかして作って横領したカネ
を[不明朗な現金]と言っている。
[不明朗な現金]とはいったいなんのことじゃ？そうい
えばぼったくりキャバレーの全盛時代に「明朗会計！」
などという看板が流行ったが？盗みや横領も愛知県で
は不明朗行為というのか？
盗んだ金は盗んだ金だ。「不適正」「不明朗」を「不
正」「違法」とはっきり云えるようになるまで、県庁は「伏
魔殿」の敬称を返上し県民の信頼を得ることは出来な
いであろう。 （柴田孝介）



やっと出た！やはり出た！ 愛知県でもカラ出張

調査申し入れ「不明朗な現金等」
２月16日愛知県は｢不適正な
経理処理に係る全庁調査の結果
について｣(以下｢不適正調査結
果｣)ならびに「不明朗な現金等
の全庁調査結果について」(以
下「不明朗調査結果｣)を発表し
（単位：円）た。

【不明朗な現金等】
・旅費架空請求 296万
・売上ごまかしなど 458万
合計 ７５４万

【不適正な経理処理】
・預け金 1億2506万

・一括払い ２１８８万
・差し替え ２億２４２９万
・翌年度納入 ５億４３６４万
・前年度納入 ２億５０１９万
・賃金補助対象外 ５８６６万
・旅費補助対象外２億６６００万
合計 １４億８９７２万

カラ出張はほんとにこれだけ？？
われわれはことあるごとに「カラ出張・カラ飲
食・カラ雇用などによる裏金作りの実態調査」を

、 「 」求めてきただけに 今回新たに 不明朗な現金等

、 、が発覚したことは 私たちの調査に基づく推察や
寄せられた内部告発ともとれる情報提供が正しか
ったことを示すものにほかならない。

県の悪質な幕引きは許さない！！
今回愛知県が初めて認めた「不明朗」な現金と
は何か？「不明朗」という言葉遣いに「不正」と
言いたくない魂胆が見え透く。文字通り不明朗で
あるのみならず、その調査についても現金や預金
が発見されたものだけに限定して調査されたもの
である点に、愛知県の調査の不十分さを露呈する
ものだ。
愛知県がこれで調査を終了すると言うなら、私

たちは知事ら愛知県幹部による悪質な幕引きとし
て、知事が会見で宣言した「徹底調査」の名に値
しないものと断ぜざるを得ない。
したがって「不明朗な現金等」に関しこれで幕
引きとせず、更なる真相究明のため、ＯＢ職員及
び歴代職員に対して、書面調査・対面調査をした
うえ、旅費や食糧費について徹底調査をするよう
に申し入れた。

岐阜県・名古屋市と比較し見劣り
【調査対象】
「旅費、食糧費、消耗品費、燃料費、印岐阜県
、 、 、刷製本費 日々雇用職員の賃金 会議室使用料

タクシー賃借料、修繕費、講師謝金などの架空
請求により資金づくりが行われてきた。大半は
旅費によるものである。次が相当少なくなって
食糧費によるものである 」。

現時点での“金庫の中に入っている”現愛知県
金や通帳・親睦会等の保管状況のみ調査 「机の。

、 」引き出しなど 金庫以外の場所で保管している
「 」過去に不明朗な現金を個人で受け取っていた
「過去保管通帳があったが、使い切った、もし

くは自宅等に保管している」などを調査対象に
しないというのは、まったく理解不能である。

【調査手法】
では、ＯＢ職員及び現職職員に対する書岐阜県

面調査ならびにヒアリングを延べ６９００人に
対して行い、情報公開条例施行直前（平成６年
度）の裏金推計額や、平成１０年度における裏
金推計額を算出している。

ＯＢ職員及び現職職員に対する聞き名古屋市
。取り調査を延べ１３７１６名に対して行っている

。愛知県 発覚したところだけOBに対面調査した

過去の疑惑も調査せず
市民オンブズマンは９５年ころから継続して愛知
県の裏金を追及し情報公開請求によって、膨大な
資料を保有している。元資料ならびにまとめた一
覧表を貸与するので徹底的に調査するよう申し入

れる。
また私たちの指摘にもかかわらず、調査をこれ

、 。で打ち切るとするのであれば その理由も聞きい

申し入れに知事は「開き直り」
これらの申し入れに対して、３月16日知事から回答
があったが「不適正経理については、私的流用はなか
った」「不明朗な現金等については、現在の担当職員
に聞き取り、金庫も調べた。不明朗な現金が発見され

本県た４機関については元職員にも調査した」ので、「

としては、できる限りの調査を行ったものと考え
ております」と開き直りの回答が来た。
また、２月26日「不適正経理」２億４８７１万
円を、現職員・退職者で負担して返還することを
発表した。

裏金帳簿は一部開示
「 」「 」 、裏金帳簿 通帳 を情報公開請求したところ
個人名など一部を黒塗りして開示された。
現職・元職員からは、「これで幕引き許すな」という
声も届いている。

オンブズマンは今後も愛知県の裏金を追及して行く
予定である。

Ｈ15-16自民党名古屋市議団（共通経費分）
政務調査費 約165万返還確定
上告棄却で
自由民主党名古屋市議団に支
給されたH15-16年度政務調査費
のうち「共通経費」2870万円の返
還を求めていた住民訴訟で、最
高裁第二小法廷は09/1/16名古
屋市民オンブズマン側の上告を
棄却し、約１６５万円の返還を命じ
る名古屋高裁判決が確定した。

１審は全額の

１審名古屋地裁判決では、収
支報告に疑惑がある以上、主張
立証責任は市議団側にあるとし
て、既に返還した平成１５年度の
余剰金４１０万円を除く２４６０万円
全額の返還命令を出した。

余剰金のみ
２審名古屋高裁では、収支報
告を裁判所に提示してきた以上、
明らかにおかしい平成１６年度の
「余剰金」以外の違法・不当の主

張立証責任は原告側にあるとし、
原告の請求を棄却した。

請求
本件は原告一部勝訴で確定し
たため、市議団側が市に返還した
か確認したところ、08/5/22に利
息込み１８７万５８６９円を返還して
いたことが判明した。
今後本件の弁護士費用を名古
屋市に請求する予定。（内田隆）

名古屋市の塩漬け土地問題

名古屋市財政の足を
塩漬け土地引っ張る

名古屋市土地開発公社は、２０
０８年３月末現在で約７１ヘクター
ル、簿価（取得価格＋利子)で約９
３７億円の土地を保有している
が、市の時価評価では、約４９８億
円の価値しかなかった。含み損は
４３８億円に上る。
しかも、２００６年度からは金利
を市が公社に「利子補給」名目で
補助しており、額は２００６年度で1
5.5億、２００７年度で13.7億円にも
上る。

サイエンスパーク
このまま続けるか？
そのうち守山区志段見にある
「なごやサイエンスパーク」事業の
保有土地が約２４ヘクタールと３分
の１を占める。簿価は２３８億円に
も上るが、時価は１０１億円に下落
した。名古屋市は平成１５年９月
に出した「なごやサイエンスパーク
事業の今後の整備方針」で、「平
成２５年度までを『長期』として、事
業の完遂をめざす」「Ｂゾーン
大学・研究機関等 平成２５年度
までに集積」「テクノヒル名古屋
民間の研究開発施設等 平成２
２年度までに集積」「ふれあいゾー

ン 市民と先端科学技術のふれ
あいの場 平成２２年度までに整
備」としている。

市長選立候補予定者
に質問
サイエンスパークを見直すかど
うか、また塩漬け土地問題をどう
するかを、４月26日投票の名古屋
市長選立候補予定者にアンケー
トで聞いた。回答は別項に掲載。

裁判所南の土地は
5 . 1億で購入し市が
8.8億で買い戻した
が 時 価 は た っ た の

！0.8億円
市土地開発公社がＨ３年に５．
１億円で購入した名古屋地方裁
判所南の土地が永年「塩漬け土
地」になっていた問題で、名古屋
市はＨ２０年３月に利子３．７億を
含めた８．８億円で購入していたこ
とが、名古屋市民オンブズマンの
調査で判明した。
この土地は、H17年１月時点で
の時価評価では約７７００万円。時
価のおよそ１１倍で買い戻したこと

になる。
しかし、市は「暫定的に公園に
する」というだけで、具体的な利用
についてはまだ決まっていない。

こんな疑似塩漬け
他にも無いか？？
このように、すでに市が買い取
って「塩漬け土地」ではなくなって
はいるものの、市によって活用さ
れていない土地が他にもあるので
はないか。そのような土地がどこ
にあるのか、今後どうするか、どう
してその土地を購入することにな
ったのかを、徹底的に情報公開
することを求める。 （内田隆）

↑ほったらかしの「塩漬け土地」
（イメージ)
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立候補予定者
氏名（敬称略
順不同）

現計画
のまま
継続する
つもりか 具体的にどうする その他意見

なごやサイエ
ンスパーク
事業を見直
すつもりは

具体的に
どうする その他意見

「裏帳簿」
「通帳」の
公開は その他意見

条例改正案
提出するつもりは その他意見

太田よしろう

現計画
のまま継
続するつ
もりは、
ありませ
ん。

大不況のなかで、
市民の暮らしが大
変なときに、本丸
御殿復元は凍結
すべきであると考
えています。また、
マスコミでも、6割
の方は、復元凍
結・中止です。

名古屋城は市民
に親しまれる場
であり、文化や
技術との保存・
伝承は、必要な
事業であると思
います。
　しかし、本丸御
殿は、市民のくら
し、福祉、営業の
充実と比べて、
今いそいで進め
る事業であると
は思いません。

なごやサイエ
ンスパーク事
業は見直し
ます。

今後の見通しに
ついて検討し、
活用の計画が
はっきりとしない
ものについては
再編し、市民に
活用される緑地
などとして整地し
ます。
また、公社から
の買もどし、低
金利への借り換
えなどを行いま
す。

塩漬け土地問題は、バブル崩壊後の政
府の公共事業推進の方針に対して無
批判に追従し、開発用地を購入したも
のです。その後、政府が方針を転換し
たため、負担が市にのしかかることにな
りました。これを放置すれば、市民への
負担がさらにふくらむことになります。し
かし、民間への売却によって、いわゆる
乱開発に陥ることも回避すべきです。
国の責任を問うとともに、新たな土地の
利用を、たとえば、守山区民のみなさん
と区民協議会で議論して考えます。

裏金に関
する書類
は、個人
情報を除
いて原則
公開しま
す。

問題を隠蔽せ
ず、情報を公開
することが再発
防止につながり
ます。また、裏金
が生じる要因を
解明し、財政運
営で是正すべき
点を明らかにす
ることが、問題の
根っ子からの解
決になると思いま
す。

政務調査費にか
かわる領収書や
帳簿類全面公開
ならびに、本会
議・委員会出席
一日1回の費用
弁償廃止条例
を、議会と協議し
て提出します。

　政務調査費は、名古屋市の一般会計予算が1兆円規模であ
ることから、その適切な支出とよりよき市政推進をさぐるため
の調査・研究の経費として必要だと考えます。
　では、どのような項目が必要なのか。議員自ら調査研究の
ための調査費、研修費、視察費。専門の調査員を雇用する経
費。市民の方からご意見を聞き、逆に知らせる公聴広報費、
その他の費用は必要です。それらから、議員一人当たり月５０
万円程度を基準にしてきました。これは、２月議会で改正され
実現しました。領収書や帳簿類の全面公開は、調査研究の内
容を明らかにする点で、必要です。推薦団体である日本共産
党名古屋市議団は、議会でこの点を求めています。
　費用弁償については、交通費しか根拠がなく、１万円は高す
ぎます。交通費としても、報酬が出ており、支給の必要はない
と考えています。推薦団体である日本共産党名古屋市議団
は、現在、この費用弁償を受けとらず、廃止を求めています。
　
以上は、議員活動にかかわり、市民の声を大切にする立場か
ら議会との協議のうえで、条例改正提出を考えています。

河村たかし ない

ゆっくりにして市民
の意見をお伺いす
る。

・この大不況「御
殿」は義直公で
も慎重にしたの
ではないか
・熱田神宮、宮の
渡しなど御三家
筆頭尾張武将文
化全体の中で考
えたい。
・取り壊すつもり
はない。

ある

ある
が慎重に
ていねい
になるで
あろう。

ある
政務調査費は後払い全面公開
議員費用弁償は実費支給

細川まさひこ ない

本丸御殿に関わら
ず、すべての事業
に聖域を設けず、
市民の目線で見
直してまいりたい
と考えておりま
す。厳しい経済情
勢の中、市民生活
を１日も早く回復
基調に乗せるため
にも施策の優先順
位を考慮する必要
があります。当面
の間、本丸御殿へ
の市税の投入は
ストップします。

本丸御殿の復元
は郷土名古屋の
シンボルとして近
世武家文化を体
験できる屈指の
名城として再生す
るものと考えてお
ります。 ある

現行の計画にと
らわれず、東名
高速道路のス
マートインター
チェンジも予定さ
れている状況の
中で広域的に考
えてまいりたい。

近年の厳しい財政状況や社会情勢の変
化等に的確に対応して、新規取得を抑制
し、積極的に買戻しを進めることが必要と
考える。

文書公開
について
は、係争
中であるこ
ともあり、
事態をしっ
かりと把握
して対応し
たい。

（私的流用は論外
として）年度内に
予算を使い切ると
する悪い慣習を改
めるため、予算の
仕組みの見直し
が必要と考える。

ない　政務調査費
は議員の調査活
動の充実を図るこ
とによって審議能
力の強化、議会の
活性化に役立つよ
う、地方自治法に
おいて制度化さ
れ、条例に基づい
て支給されている
ものであり、有効
に活用されている
と考える。一方改
正の必要があれ
ば議会において適
切に判断すべきも
のと考える。

政務調査費の財源は税金であることから全領収書の全面公開
は時代の趨勢であると考える。

本丸御殿 塩漬け土地

長年にわたって事実上放置されてきた「塩漬け土地」問
題は、名古屋市の財政に大きな影響を及ぼしかねない、
まさに看過できない問題であり、市長就任後、速やかに
対策に乗り出す。まずは、「塩漬け土地」を含む「土地開
発公社」のこれまでの運営・経営状況などの実態を調査
し、結果を全面公開する。当然、なぜ、これほどの「塩漬
け土地」が発生したのか、経緯や原因、さらには責任の
所在も含めて明らかにする。
　その上で、「塩漬け土地」を今後どのように処理していく
べきか、さらには「土地開発公社」の存廃も含めた公有地
取得方式の在り方についても、名古屋市として本格的に
議論する。そのためには、「緑の審議会」では不十分であ
り、民間や学識経験者など外部の専門家も含めた「検討
委員会」を作って対応する。「なごやサイエンスパーク事
業」についても、この委員会で議論することになる。この
委員会での議論は、今回の市長選挙の「マニフェスト」で
約束したように、情報公開する。

政務調査費・費用弁償裏金




